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the teaching profession among students majoring in health and physical 

education 
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Abstract 
 

  This study examined psychological factors associated with changes in teaching aspiration among university 
students majoring in health and physical education in Japan, where teacher candidate numbers have been declining. 
A cross-sectional survey of 42 students in teacher training programs measured current and retrospective teaching 
aspiration levels, physical education teaching efficacy, interest in teaching, and family background in the teaching 
profession. Results showed that third-year students exhibited significantly decreased teaching aspiration compared 
to their entry levels, potentially following teaching practicum experiences. Binomial logistic regression analysis 
revealed that physical education teaching efficacy significantly predicted teaching aspiration decline, while interest 
in teaching showed no significant association. Family background with teaching experience was associated with 
initial aspiration but not with subsequent changes. These findings suggest that enhancing subject-specific teaching 
efficacy through early practical teaching experiences may be critical for maintaining teaching aspiration among 
health and physical education students. 
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問 題 

 近年，日本の公立学校教員採用状況は変化しており，

採用数自体は確保されている一方で，志願者数は減少

傾向にある。文部科学省の統計によると，公立学校教員

採用試験の受験者数は令和 6年度に 115,619人となり，

前年度より 5,344人減少した。また，競争倍率は 3.2倍

と過去最低水準となり，特に，小学校区分では 2.2倍へ

低下している（文部科学省，2024）1)。これらの状況は

「採用容易化」を示す一方で，教職志望者の減少，特に

教員免許取得者層における志願行動の弱まりを示唆し

ている。 

教員志望者減少の流れに伴い，教員不足は顕著である。

教員不足の背景として，少子化による採用人数減少や

労働生産人口の不足，労働環境の悪化，離職教員の増加

などがあげられる（e.g., 山﨑, 2015；長谷ほか, 2024）2) 3)。

この中でも，労働環境の課題については近年メディア

でも取り上げられ，社会全体に教職はブラックである

といった負のイメージが浸透してしまっている。その

一方で，企業の採用状況が好転したことにより，多くの

学生が民間企業への就職を選択していることも考えら

れる。 

このような社会的背景に加え，先行研究では自己効

力感や教職への興味，教育実習での経験など，個人内要

因についても多面的に検討が行われてきた（山口，

2010 ; 西松，2008; 谷島，2013）4) 5) 6)。教職を回避する

理由について，教職課程履修者を対象に質的調査を行

った研究では，少子化問題，採用人数減少といった社会

的問題や，大学の支援不足といった影響は少なく，「教

師になることへの不安」が教職回避の主要因として語

られていた（佐々木，2019）7)。 

このような「教師になることへの不安」は，心理学に

おける自己効力感の概念から理解することができる。

自己効力感とは，「一定の結果を生じる行為を遂行でき

るという本人の信念あるいは期待感」を指す（Bandura，

1997）8)。教職に置き換えると，自分が教員になること

で一定の成果を出せるだろうという見込み感を意味す

る。したがって，教職回避の主要因となっている「教師

になることへの不安」（佐々木, 2019）7)は，自己効力感

が低い状況，すなわち自分が教員になることで成果を

期待できていない者に生じる不安であると考えられる。

このような教師としての自己効力感については，「教師

効力感」という概念が提唱されている。教師効力感とは，

「教育場面において，子どもの学習や発達に望ましい

変化をもたらす教育的行為をとることができるという

教師の信念」（Ashton, 1985）9)と定義されている。 

教師効力感の研究は 1980年代以降国内外で展開され，

教師効力感が教師の指導行動や生徒の学習成果に影響

することが示されてきた（e.g., Tschannen-Moran & Hoy, 

2001）10)。特に教員養成段階においては，教師効力感が

教員志望度や教職への適応感と正の関連を示すことが

明らかになっている（e.g., 西松, 2008）5)。教員志望者

を増やすためには，教職課程履修者の教師効力感を高

める支援が必要であることは明白であるが，この教師

効力感については教科の特性も加味する必要がある。

教科によって求められる専門性や指導技術が異なるた

め，教科ごとに教師効力感を検討する研究が進められ

てきた。例えば，理科では理科指導に対する教師効力感

（中嶋・久坂，2020）11)，外国語科では英語教師におけ

る指導効力感（表・川上，2022）12)といった形で，教科

固有の文脈における教師効力感が検討されており，教

科の特性に応じた効力感の様相が明らかになりつつあ

る。特に，実技指導を伴う教科においては，教師効力感

の個人差が大きく現れることが予測される。中でも，保

健体育科の教師効力感に焦点を当てた研究は極めて少

ない（白旗ほか, 2021）13)。保健体育教員は，他教科と

比べて独自の職務特性を持つ。体育科では授業内容が

実技形式を含むことが標準化されており，教員自身に

運動技能の模範提示や，技術分析，動作フィードバック

が求められる。実技指導場面では，指導者自身が身体を

使って示範を行う必要がある場合も多く，自らの身体

能力や専門性が可視化される。このような職務特性は，

身体性への自己評価や実技能力への不安など，他教科

には見られない心理的要素を生み出し，体育特有の教

職志望への影響要因となっている可能性がある。 

このように，保健体育科には教科固有の特性がある

にもかかわらず，保健体育専攻の教職課程履修学生に

おける教員志望度とその関連要因を検討した研究はほ

とんど見られない。特に，教職を志願して大学に入学し

たにもかかわらず，途中段階で教員志望度が低下する

学生について，その心理的要因を体系的に検討した研

究は見当たらない。 

そこで本研究では，保健体育専攻の学生における教

員志望度に関連する心理的要因を検討する。先行研究

で検討されてきた教職にかかる個人内要因のうち，保

健体育特有の専門性にかかる指導効力感が関連する可

能性が考えられる。保健体育教員養成に関する研究で

は，保健授業に対する指導効力感について，小学校教

員を対象に調査した報告がある（角田・植田, 2015） 14)。
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しかし，保健体育を専攻する学生を対象とし，体育にお

ける指導効力感を検討した研究は，ほとんど見当たら

ない。現役教員を対象とした白旗ほか（2021）13)では，

体育指導効力感を測定する尺度が作成され，「授業計画」

「授業実践」「授業評価」の 3因子から構成されること

が示された。また，現役教員への介入により，授業の計

画，実践，省察の 3 段階でのコンサルテーションを行

うことで体育指導効力感が高まる可能性を示した。た

だし，教職課程に在学する大学生は体育実技指導を実践

できる場面が極めて限定的であり，白旗ほか（2021）13)

の知見を大学生に応用するには検討の余地がある。加

えて，これまで検討されてこなかった保健体育専攻の

大学生における教員志望度と体育指導効力感の関連に

ついて，第一に検討する必要がある。 

教師効力感の他に，教員志望度に関連する主要因と

して，教職への興味が関係することが報告されている

（e.g., 山口ほか, 2010）4)。教育学部生を対象に，教職

への興味を測定する尺度を新たに作成し，その構成概

念の妥当性および教員志望度との関連を検討した山口

ほか（2010）4)の研究では，教職への興味の尺度得点が

高いほど，教員志望度や進路準備度が高いことが示さ

れた。また，教員採用試験の合格者は，非合格者と比べ

て教職への興味や教師効力感が高い傾向にあり，教職

への興味は教員志望形成を支える心理的要因の 1 つで

あることが示唆されている。さらに，大学生における教

職への興味は，教育実習を契機として変化する可能性

が示されている。教育実習前後の縦断調査を用いた研

究では，実習後に教職への興味が有意に高まることが

示されており，実習中に得られる個人的達成感や指導

教員からの支援などの経験が，興味の変容をもたらす

要因として指摘されている（児玉, 2012）15)。一方で，

教育実習を経験した後に教職志望度が低下する学生も

一定数存在することが報告されており（阿形，2005）16)，

実習経験が志望度に与える影響は一様ではない。加え

て，大学生は学年が上がるにつれて企業への就職に関

する情報を見聞きする機会が増え，企業との接点や興

味も増していくことから，教職への興味の相対的な低

下が教員志望度の低下をもたらす可能性も考えられる。 

教員志望度に関連する要因として，個人の心理的要

因に加えて，家族背景の影響も指摘されている。特に，

両親や親族に教員経験者がいることは，身近に職業モ

デルが存在することになるため，教職志望に影響を与

える可能性がある。実際に，親が教員である学生は教職

を志望する傾向が高いことが報告されており（König & 

Rothland, 2012）17)，家庭環境が職業選択の社会化過程に

おいて一定の役割を果たすことが示唆されている。し

かしながら，このような家族背景の影響が，大学入学後

の教員志望度の変化にどのように関わるのかについて

は，十分に検討されていない。 

以上より，教師効力感および教職への興味が教員志

望度と関連すること，教科固有の効力感を検討する重

要性，そして保健体育教員の職務特性の独自性が先行

研究で示されてきた。一方で，保健体育専攻の大学生に

おける体育指導効力感および教職への興味と教員志望

度の関連，教職課程履修段階での志望度低下要因，およ

び家族背景要因が志望度の変化にどのように関わるか

については未解明のままである。 

そこで本研究では，保健体育科を専攻する教職課程

履修学生を対象として，教員志望度の変化パターンに

よる群を比較することで，体育指導効力感，教職への興

味，および家族背景が教員志望度とどのように関連す

るかを探索的に検討することを目的とする。教員志望

度については，横断調査により現時点と入学時（回顧的

測定）の志望度を測定し，志望度低下における心理的要

因を明らかにする。これにより，体育科教職志望者の育

成や教員確保政策における支援方策への示唆が得られ

ると考えられる。 

 
方 法 

調査協力者 

 調査協力者は，保健体育科を専攻とする教職課程を

履修する関東地方の大学生 42 名（平均年齢 2 .05±1.15

歳）であった。 

 

調査内容 

学年，両親・親族の教員経験，教員志望度，および以

下の 2つの尺度から構成されたWebアンケート調査を
実施した。教員志望度については，西松（2008）5)で実

施された教師志望度に関する調査に倣い，「将来，教師

になりたい」に対して「まったくあてはまらない（1点）」，
「ほとんどあてはまらない（2点）」，「あまりあてはま
らない（3点）」，「どちらとも言えない（4点）」，「やや
あてはまる（5点）」，「かなりあてはまる（6点）」，「非
常によくあてはまる（7点）」の 7件法で回答を求めた。
加えて，入学時の教員志望度について調べるために，

「大学入学時（大学 1 年生 4 月）の時点では，将来，
教師になりたいとどのくらい考えていましたか？」と

尋ね，前の質問と同様に 7件法で回答を求めた。 

0
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教職への興味の測定 山口ほか（2010）4)が作成した

教職への興味尺度を使用した。この尺度は，「教育自体

への興味」「労働条件への興味」の 2 因子 16 項目から

構成されている。 

回答は，「全く魅力に感じない（1点）」，「あまり魅力

に感じない（2点）」，「少し魅力に感じる（3点）」，「と

ても魅力に感じる（4点）」の 4件法にて評定を求めた。 

体育指導効力感の測定 白旗ほか（2021）13)が作成し

た体育指導効力感尺度を使用した。この尺度は，「基礎

的知識実践」「能動的学習促進」「学習課題対応」の 3因

子 20項目から構成されている。 

回答は，「全くあてはまらない（1点）」，「ほとんどあ

てはまらない（2点）」「あまりあてはまらない（3点）」

「どちらともいえない（4点）」「ややあてはまる（5点）」

「かなりあてはまる（6 点）」「非常によくあてはまる

（7点）」の 7件法にて評定を求めた。 

 

調査期間 

調査は，2025年 11月から 2026年 1月にかけて実施

した。 

 

手続き 

調査者が，調査の趣旨と方法を対象者に直接説明し

たうえで，回答先であるMicrosoft Formsの URLを配布

し，匿名で回答を得た。 

 

統計解析 

教職への興味および体育指導効力感が，教員志望度

を低下させる因子となり得るかを検討するために，ま

ずは対象者を教員志望度の変化に基づいて群分けした。

次に，各説明変数が両群間で異なるかを確認する目的

で，対応のない t検定を用いた単変量解析を実施し，各

群の特徴および説明変数との基礎的な関連を把握した。 

続いて，教員志望度の群を従属変数，教職への興味お

よび体育指導効力感を独立変数とする二項ロジスティ

ック回帰分析を実施した。この際，多重共線性の影響を

確認するために，各説明変数間の相関係数を算出し，

VIF（Variance Inflation Factor）を用いて多重共線性の有

無を検証した。ロジスティック回帰分析では，オッズ比

（Odds Ratio: OR），95％信頼区間（95％CI），および p値

を算出した。統計学的有意水準は 5％ とした。 

なお，教員志望度の群分けに際しては，入学時と調査

時における教員志望度の差を算出し，その得点が増加

または変化していない者を「増加・不変群」，低下した

者を「低下群」とした。ただし，入学時点での教員志望

度が 3 点以下で，且つ調査時点でも変化がみられなか

った者を分析から除外した。除外した理由は，以下の通

りである。本研究では，将来教職を志望する学生の養成

という観点から，志望度が低下する群は望ましくない

群として捉え，それと対照的に，志望度が増加または維

持される群を望ましい群として比較の対象とした。し

かし，入学時点から教職志望度が低く，その後も変化が

みられない学生は，教員志望度の観点からいずれの群

にも適切に位置づけることができない。このため，群分

類の妥当性を確保する目的で，該当する 4名を分析から

除外した。以上の群分けの工程については，先行研究でも

類似の方法がとられている（e.g., 中雄・霜触，2021）18)。 
本研究におけるすべての統計解析は， IBM SPSS 

Statistics 28を用いて実施した。 
 

結果および考察 

対象者の属性，教員志望度 

対象者の学年の内訳は，1年生 12名，2年生 13名，
3年生 11名，4年生 6名であった。両親・親族の教員
経験について，親族に教員経験者が全くいない者は

21名，親の教員経験はないが親族に教員経験者がいる
者は 9 名，親族に教員経験者はいないが親が教員経験
者である者は 7 名，親も親族も教員経験者である者は
5名であった。 
教員志望度の平均値は，入学時は 5.10±1.81，調査時

は 4.86±1.80 であった。入学時と調査時の教員志望度

に差があるかどうかを確認するために，学年別に

Wilcoxon 符号付順位検定を実施した結果，3 年生にお

いて有意差が認められ，入学時よりも調査時の方が，教

員志望度が低下しており（Z = 2.23, p < .05, r = .34），そ

の他の学年においては，有意差が認められなかった。

3 年生は調査時点の半年前に教育実習を経験しており，

この結果は，教育実習を契機として教職に対する現実

的な評価が生じ，志望度の低下につながった可能性を

示唆している。実習経験後に教職志望度が低下する学

生が一定数存在することは先行研究でも報告されてお

り（阿形，2005）16)，本研究の結果はこれと一致するも

のである。 

また，両親または親族に教員経験者がいる者と，全く

いない者によって教員志望度に違いがあるかを確認す

るために t検定を実施した結果，有意差は認められなか

った。しかし，入学時の教員志望度については，効果量

Cohen’s dが.34で小〜中程度の大きさであり，両親また 
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は親族に教員経験者がいる者の方が，高い値を示して

いた。これは，家族の職業的影響や職業モデルの存在が，

大学入学時点の教員志望に一定程度関与していること

を示唆している。一方，調査時の教員志望度の平均値に

ついても，両親または親族に教員経験者がいる者の方

が高いものの，t検定における効果量はほとんど見られ

なかった。したがって，教員志望度は入学後の経験や個

人的成長の影響を強く受け，家族背景による影響は時

間の経過とともに相対的に小さくなる可能性が考えら

れる。 

 

教員志望度の変化による群間比較 

入学時と調査時の教職志望度の差から，群分けを行

った結果，増加・不変群に 26 名，低下群に 12 名分類

された。2つの群を独立変数とし，t検定を用いた単変

量解析の結果を表 1に示す。 

教職への興味を従属変数とした t検定の結果では，有

意差は確認されなかった（p = n.s.）。効果量に着目する

と，「労働条件興味」の因子得点において，中程度の効

果量が確認され（d = -.58），低下群の方が増加・不変群

に比べて労働条件への興味が強い可能性が示唆された。

このことは，教員志望度が低下した学生ほど，教職の負

担や待遇への懸念を抱いている可能性を示しており，

職務内容や労働環境に対する認識が志望度の変化に影

響する可能性が考えられる。しかしながら，t検定の結

果については，あくまでも平均値の差を検討したもの

であり，詳細は後述する回帰分析において，教員志望度

の低下に関連する心理的要因を検討していく。 

また，体育指導効力感を従属変数とした t検定の結果

では，増加・不変群の方が，低下群に比べて有意に高い

得点が示された（p < .05）。下位因子得点については， 

 

「基礎的知識実践」においてのみ有意差が確認され，増

加・不変群の方が，低下群に比べて有意に高い得点が示

された（p < .05）。また，有意ではないものの，「能動的

学習促進」の因子得点において，中程度の効果量が確認

され（d = .45），増加・不変群が低下群に比べて，能動

的学習促進に関する指導効力感が高い可能性が示唆さ

れた。 

これらの結果から，教員志望度の低下には，教職に対

する現実的な労働観と，指導効力感，特に保健体育にか

かる知識や実践に関する効力感不足の，双方が関連す

る可能性が示唆される。一方で，志望度を維持・向上さ

せる学生は，体育指導に必要な知識を有しており，実践

的指導にかかる効力感が比較的高いという特徴がみら

れた。 

 

教員志望の低下を予測する心理的要因 

2つの群を従属変数，教職への興味尺度および体育指

導効力感尺度の合計得点を独立変数とする二項ロジス

ティック回帰分析を実施した結果，モデル全体は有意

であった（χ²(2) = 8.03, p = .018）（表 2）。Nagelkerke R² 

は .267 であり，モデルの説明力は中程度であった。分

類精度は全体で 78.9%であり，増加・不変群を 92.3%，

低下群を 50.0%の精度で分類していた。回帰係数の推定

結果では，「体育指導効力感」が教員志望度の低下と有

意に関連していた（B = -0.112, p = .025, OR = 0.894）。 

この結果は，体育指導に対する自己効力感が高い学

教職への興味 0.14 0.09 0.11 1.15 0.97 － 1.38

体育指導効力感 -0.11 0.05 0.03 0.89 0.81 － 0.99

95%CI

表2. 教員志望度の変化に関連する心理的要因のロジスティック回帰分析

変数 β SE p OR
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生ほど，教員志望度を維持しやすいことを示している。

すなわち，指導場面での効力感の有無が，教員という職

業に対する現実的な適性評価につながり，志望度の変

化に影響を与えている可能性が考えられる。 

一方，「教職への興味」は有意ではなかった（B = 0.143, 

p = .110）。このことから，教職への一般的な興味関心は，

志望度の低下を直接的に予測する要因とは言えず，む

しろ実践的な指導スキルに対する自己評価の方が，志

望度の変化により強く影響することが示唆される。 

 
本研究の問題点と今後の課題 

最後に本研究の問題点と今後の課題について触れて

おきたい。第 1 に，本研究の対象者が特定の地域に限

定されていることから，結果の一般化には一定の限界

がある。今後，調査対象地域を拡張し，より広範なサン

プルによる検証が必要である。第 2 に，教員志望度の

測定が一時点での測定であり，大学入学時の教員志望

度については回顧的に調査していた点である。回顧的

測定では記憶の歪みや現在の心理状態による影響を排

除できないため，今後は縦断的調査を実施する必要が

ある。縦断調査により，学部 1 年次から 4 年次までの

志望度の変動を継時的に捉えることが可能となり，志

望度低下の時期や契機をより詳細に特定できる。 

 このような研究を通じて，保健体育教員養成にお

いて，どの時期にどのような支援を行うことが効果的

かを明らかにすることができる。例えば，本研究で示さ

れた体育指導効力感の重要性を踏まえれば，教職課程

の早期段階から実技指導の模擬体験や段階的な指導機

会の提供を充実させることが，志望度の維持・向上に寄

与する可能性がある。また，労働条件への懸念が志望度

低下と関連していたことから，教職の実態に関する正

確な情報提供や，働き方改革の進展を学生に伝えるこ

とも重要である。さらに，縦断的研究により教育実習前

後での心理的変化を詳細に捉えることができれば，実

習指導の改善にも示唆を与えることができるだろう。

今後，これらの知見を蓄積し，保健体育教員志望者の育

成と教員確保の双方に資する支援体制の構築が期待さ

れる。 

 

まとめ 

 本研究の目的は，保健体育科を専攻する教職課程履

修学生を対象に，教員志望度の変化に関連する心理的

要因を探索的に検討することであった。横断調査によ

り，現時点と入学時（回顧的測定）の教員志望度を測定

し，志望度の変化パターンによって群分けを行った上

で，体育指導効力感，教職への興味，家族背景との関連

を検討した。 

 その結果，以下の 3点が明らかになった。第 1に，3年

生の時期に教員志望度が有意に低下することが示され

た。第 2 に，両親または親族に教員経験者がいること

は，入学時の志望度には一定程度関与するものの，入学

後の志望度変化への影響は相対的に小さくなることが

示唆された。第 3 に，二項ロジスティック回帰分析の

結果，体育指導効力感が教員志望度の低下を有意に予

測することが明らかになった。一方，教職への興味は志

望度低下との有意な関連は認められなかった。 

 これらの知見から，保健体育教員養成において，体育

指導に対する効力感を高める支援が重要であることが

示唆された。特に，教職課程の早期段階から実技指導の

機会を段階的に提供し，成功体験を積み重ねることが，

教員志望度の維持・向上に寄与する可能性がある。本研

究の成果は，保健体育科教職志望者の育成と教員確保

政策における支援方策の構築に示唆を与えるものと考

えられる。 
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